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1.1 研究背景 

【日本の人口推移と将来人口】 

 我が国は現在，人口増加期から人口減少期に突入し，少子高齢化の進行が今後ますます

加速していくと予想される． 

 我が国の人口は，大正 9（1920）年には 5596 万人であったが，昭和 35（1960）年には

9430.万人，平成 20（2008）年には 1 億 2808 万人と，右肩あがりに人口が増加してきた．

1）しかし，この平成 20（2008）年をピークに本格的な人口減少社会に突入し，現在の推計

では平成 42（2030）年には 1 億 1662 万人となり，平成 72（2060）年には 8674 万人になる

と推計されている．さらには，平成 72（2060）年における 65 歳以上人口割合は 40％近く

なるものと推計されている．2） 

 以下の図 1－1 に日本の人口推移と将来人口推計を示す． 

 

 

図 1－1 日本の人口推移と将来人口 

 

＊総務省統計局，「日本の統計 2013」，第 2章人口・世帯，統計表 2－1 人口の推移と将来

人口より作成． 
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【我が国における人口統計の活用】 

  国内の人口及び世帯の実態を把握し，各種行政政策その他の基礎資料として代表的な

ものに国勢調査がある．我が国では大正 9（1920）年からほぼ 5 年毎に行われ，直近のも

ので平成 22（2010）年 10 月 1 日現在のものまで公表されている．国勢調査の活用事例と

して，以下に例を示す．3） 

 

表 1－1 国勢調査の活用事例 

 

 

 また，各自治体が集計した人口統計として，住民基本台帳がある．住民基本台帳法に基

づき，住民全体の住民票を世帯毎に編成し作成される．国勢調査同様に，各種政策等の意

思決定の際の基礎資料として活用されている．さらに，行政分野にとどまらず，民間分野

での人口統計の活用も盛んに行われてきた．小売店の配置や出店・撤退計画等のマーケテ

ィング分析は，今や企業における必須業務となっている．商圏エリア分析，売上予測等は

人口統計を活用して行われている． 

上記のように，我が国においては人口データが各分野において大いに活用されてき

た．また，これらの人口データは備蓄されており，国勢調査においては誰もが閲覧できる

環境に整備されている． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

例 活用の概要
衆議院議員選挙区画定審議会設置法 選挙区の改定
地方自治法 市、指定都市、特例市になるための要件
地方交付税法 地方交付税額交付額の算定
過疎地域自立促進特別措置法 過疎地の認定
政党助成法 政党交付金の算定

少子・高齢化関連 年金・医療費等の福祉問題、子育て応援プラン等の少子化対策
防災関連 防災計画、復興計画、被害予測
行政上の計画の策定 国土開発

行政上の計画の策定 地方公共団体における長期計画等
少子・高齢化対策、医療・福祉 地方における少子・高齢化対策、医療・福祉
地域・産業の振興と雇用対策 過疎地域等への対策、産業振興、雇用対策
防災関連 地域の防災計画・被害予測
くらし、生活全般 地方公共団体における住宅建設計画、都市交通計画

国民経済計算の推計への利用 GDPをはじめ国民経済計算の推計
最近の白書等における分析での利用 各府省庁における行政課題とその対策をとりまとめた白書等
学術研究等への利用 将来人口・世帯数の推計、生命表の作成
他の統計への利用 他の統計で推計をする際の指標

各種法令に基づく利用

行政上の施策への利用

地方公共団体における利用

その他の利用



5 

 

【将来人口推計の必要性】 

 社会保障制度の中・長期計画，経済計画ならびに各種施策立案の基礎資料として，将来

に渡っての人口動態の見通しを立てる必要性がある．現時点までの人口データの整備・活

用に加えて，現状で求めうる最良のデータと最良の手法を組み合わせて，将来人口を推計

することは重要である． 

 そのため，将来人口推計に関する研究は各機関で盛んに行われてきた．我が国において

は，国立の政策研究機関である国立社会保障・人口問題研究所が代表的である．国立社会

保障・人口問題研究所による代表的な将来推計として，「日本の将来推計人口」，「都道府

県別将来人口推計」，「市区町村別将来人口推計」，ならびに「日本の世帯数の将来推計

（全国推計）」，「日本の世帯数の将来推計（都道府県別推計）」が公表されている．将来人

口推計，将来世帯推計共に，その使用目的に合わせて，全国，都道府県別，市区町村別と

空間スケールの異なる推計が行われ公表されている． 

 変化する社会構造を的確に把握し，将来の見通しを立て万事に備えるうえで，将来人口

推計を行う意義は非常に大きい． 

 

【小地域における人口問題】 

  前述の通り，人口構造の変化に伴う社会的問題に対し，公共分野，民間分野を問わ

ず，人口データは意思決定者が政策や経営戦略を立てる上で重要な資料として活用されて

きた．ここでは，より詳細なスケールである小地域に潜む人口問題及ついて触れる． 

近年の「平成の大合併」と称される急速な市区町村合併により，空間的行政単位の大

きな変化が起こった．一般的には合併により各市区町村は広域化したが，同一市区町村内

において人口の偏在化が進み，局所的なエリアでの人口問題がより一層指摘されるように

なってきた．それに伴い，地方分権化が進む各自治体において，各々の人口動態に応じた

行政サービスを戦略的に行わねばならず，より空間的にきめ細やかな将来人口推計の必要

性が高まってきた． 

 以下に，小地域における人口変動に起因する社会問題の例をあげる． 

 

①団地の空洞化 

 1950 年代半ば頃から 1960 年代にかけて，我が国では人口の増加が進み，都市に集中す

る人口の受け皿として日本各地で住宅団地の建設ラッシュが起きた．半世紀以上が経過し

た現在，こうした団地の一部では団地の老朽化，住民の高齢化が進んでいる．その結果，

住宅の余剰が目立ち，取り残された高齢住民の買い物難民化をはじめ居住者の生活の破綻

が起きている． 

 図 1-2 に千葉県柏市の豊四季台団地を例にあげる．同団地は 1960 年代に日本住宅公団

（現・UR 都市機構）により建設された 4000 戸以上の大規模団地である．現在は老朽化が

進み，65 歳以上の住民が 40％以上を占める高齢化地区となっている． 
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図 1-2 豊四季台団地（千葉県柏市） 

 

②限界集落 

限界集落とは，過疎化などで人口の 50％以上が 65 歳以上の高齢者で占める地域であ

る．主に中山間地域や離島を中心に見られ，全国で一万を超す集落が限界集落であるとさ

れている．こうした地域は都市部から距離が離れているケースが多く地方自治体の管理が

充分に行き届かない場合が多い．また，その高齢化のため集落の自治や冠婚葬祭など共同

体としての機能が急速に衰え，今後消滅すると予測されている．4）図 1-3 は高知県吾川郡

いの町成山の集落である． 

 

 

 

図 1-3 いの町成山（高知県吾川郡） 
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 このような極局所的な地域における人口問題は全国各地に無数に存在し，今後ますます

深刻化すると予想されている．地域における人口動態を正確に把握し，将来に向けて明確

な対策をとるためには，空間的によりミクロなスケールでの将来人口推計を行う必要があ

る． 
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1.2 既存研究のレビュー 

  

【将来人口推計の歴史】  

 将来人口推計に関する既存研究のレビューをするにあたり，将来人口推計に対する要望

とその背景の変化を説明するため，ここではまず将来人口推計の歴史的変遷について紹介

する．5）将来人口推計の手法は，地域別推計に関しても膨大な備蓄があるが，ここでの対

象は国単位などの比較的広大な範囲での推計に限定する． 

 将来人口推計の古くは 17 世紀まで遡る．当時，政治算術家らにより総人口に対して数学

関数を当てはめた推計が行われ，そうした方法は 20 世紀の第二次世界大戦以前まで用い

られた．例をあげると，Thomas Robert Malthus による『人口論』（1798）が有名である．

『人口論』の中で Malthus は抑制のない人口の例として独立間もないアメリカ合衆国の人

口に対して幾何数列のモデルを当てはめ，それが約 25 年で倍増すると推計している．20

世紀に入ると，Raymond Pearl と Lowell Read は，ロジスティック関数を合衆国の人口に

適用して推計を行っている(Pearl and Read 1920)．この頃から人口学者は人口変動の推

計結果ばかりではなく，その変動要因としての年齢構造の重要性に着目しはじめた．Sharpe

と Lotka（1911）は，この時期に早くも年齢構造を持つ人口の再生産課程を定式化し，人

口理論の金字塔となる安定人口理論を提案した． 

 一方で，コーホート要因法の概念が登場したのもこの頃で，英国の経済学者である

Edwin Cannan（1895）が最初に用いたとされる．その後，各国でこのコーホート要因法

の将来人口推計への応用が見られたが，本格的に実用されたのは，1930年代に入って 

Whelpton（PascalK．）によってであった．Whelptonは，コーホート要因法を中心に現在の

多くの手法を定着させた人口学者である．1940年代に入ると，コーホート要因法はLeslie

（1945）によって行列を用いて定式化が行われ，世界各国の学者らによりコーホート要因

法を用いた将来人口推計が行われるようになった．こうした背景には，当時のヨーロッパ

では出生率の低下などの動態率の変動による人口変動が起こり始めていたことがある．人

口の増減に対して一定の方向にしか進展しないロジスティック・モデルなどの数式モデル

による推計は現実性のないものと理解され始めた． 

 しかし，こうして誕生したコーホート要因法は第二次世界大戦後に壁にぶつかることに

なる．その要因は，第二次世界大戦後の社会経済の変動とベビーブームの到来である．コ

ーホート要因法の先がけを起こした Whelpton は，米国の出生率の推計に際して，当時整理

され始めた人種別，地域別出生率らの 1800 年以降の統計データを用いての婦人子ども比

を算出し，1947 年に行った将来推計人口（Whelpton et al. 1947）において，1960 年に米

国の合計特殊出生率は 2.06 になると推計した．しかし，実際はその後のベビーブームによ

り実際には 1960 年の合計特殊出生率は 3.53 を記録した．複数のシナリオを用意し将来の

不確実性に対処する方式を採用したのもこの推計が初めてであったが，いずれのシナリオ
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においても合計特殊出生率は過小評価であった．この事例は将来人口推計の科学的な予測

とその実現は別物であるという試練を示している．同時に，専門家の間ではコーホート要

因法の方法論に対する批判や議論が起きたが，一方で各国の公的機関による定期的な将来

推計人口の策定と公表が定着し始めた．各種政策立案における将来人口推計の重要性が認

められたからである．そこで，上述のような出生率の仮定と実績値の乖離に関して，確率

論的モデルの発達（Shepd and Menken. 1973）や，出生率とその要因の媒介変量測定のた

めの実地調査でプリンストン調査（Ryder and Westoff 1967）が行われ，出生という現象

の成り立ちの理解を通して多様な実績データに基づく分析の重要性を示したが，将来にお

ける仮定の設定に対して決定的な理論を打ち出すには至らなかった． 

 ベビーブームが終焉する頃になると，欧米の先進国において自然動態率は一旦は均衡を

見せ始めたが 1960 年代半ば頃より新たな持続的低下傾向が始まった．戦前から戦後にか

けてのベビーブームによる人口転換期に対して，第二の人口転換と呼ばれている．同時に

衛生面や医療の発達により各国の平均寿命が延びたため，死亡率においても高齢者層にお

ける予想外の低下が起き，各国は人口成長期の終焉と高齢化社会の到来に直面することが

運命づけられることになった．一方では，グローバリゼーション化が進むにつれ，国際人

口移動も新たな局面を迎えることになる．こうした人口転換期の中で，経験のない動態率

を将来に渡り見通すために，出生，死亡，国際人口移動のモデル化による新たな研究が進

められた． 

 人口動態事象の年齢スケジュールは，数多くのモデルが開発されてきており推計に必要

不可欠のものとなっている．死亡については，各国の年次別，年齢別死亡率のデータが備

蓄され，これをもとに新たな標準となる死亡率推計の Lee-Carter モデルが登場した（Lee 

and Carter 1992）．出生については，見通しの乖離への批判から出生変動に対するコーホ

ート偏重の見方が再考され，コーホート―期間関係の再定式化（Bongaarts and Feeney 

1998）に繋がった．一方で，推計の不確実性に関する研究が盛んに行われ，不確実性と確

率推計に関する研究は将来人口推計に関する主流となっている． 

 このように将来人口推計に関する研究は，その時代背景とその要請とともに変遷してき

たが，将来人口推計の予測としての精度を向上させる理論やモデルは登場していない．現

在進行する動態率のベースと行方を指し示す理論が求められている． 
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【国立社会保障・人口問題研究所による将来人口推計】 

 我が国における将来人口推計を行う公的な機関として，国立社会保障・人口問題研究所

が代表的である．国立社会保障・人口問題研究所ではコーホート要因法を用いて全国，都

道府県別，市町村別での推計が行われ定期的に公表されている．ここでは，都道府県別 6）

と市区町村別 7）の推計の概要について触れる． 

公式推計として行われたのは，昭和 60（1985）年国勢調査を基準人口とした『日本の都

道府県別将来推計人口（昭和 62 年 1 月推計）』が最初であり，『日本の都道府県別将来推計

人口（平成 19 年 5 月推計）』までに 5回行われた（最新の『日本の地域別将来人口推計（平

成 25 年 3 月推計）』8）における都道府県別推計は市区町村別推計の合算である）． 

いずれの推計もコーホート要因法によるものである．すなわち，直近に行われた国勢調

査による都道府県別・男女 5 歳階級別人口を基準人口として，（1）女子 5 歳階級別出生率，

（2）男女・5 歳階級別生残率，（3）男女 5 歳階級別移動率，（4）出生性比，の仮定値を設

定することにより，男女 5歳階級別人口を 5 年毎に推計し，各都道府県推計の合計が全国

推計における男女 5 歳階級別人口に一致するように補正を行っている．以下では本研究に

直接関連する純移動率の設定方法について述べる． 

ある地域における純移動率は通常，転入数と転出数の差である純移動者数（転入超過数）

を分子，当該地域人口を分母として算出される．男女年齢別の純移動率には幾つかの算出

方法があるが，既存データからは男女年齢別の転入数，転出数を求めることは困難なため，

都道府県推計においてはセンサス間生存率を用いて純移動数を推計した後，基準期間にお

ける純移動率を算出している．このように算出した純移動率を，昭和 62 年 1 月推計，平成

9 年 5 月推計，平成 14 年 3 月推計においては推計期間中一定であると仮定している．一

方，平成 4 年 10 月推計では基準期間の純移動率に推計期間中一貫して男女別に同じ係数

を乗じることで純移動率を少しずつ縮小させている．また，平成 19 年 5 月推計では，基準

期間の純移動率を途中年次まで直線的に縮小させた後，それ以降は推計最終期間まで縮小

させた値を一定としている．いずれにせよこのような純移動率の仮定を行う理由には，我

が国では現段階において人口移動に関する統計的データが充分に得られないことから，直

近の傾向から得られる純移動数をベースに仮定値を設定する単一地域モデルを適用するこ

とが最適だとされるからだ． 

市区町村別推計においても概要は同じであるが，出生に関しては出生率ではなくて子ど

も女性比を用いている．市区町村別の推計においては，出生データが地域，年次による変

動が大きいからだ．純移動率の仮定においても，都道府県別の推計と同様であるが，最終

的に都道府県別の推計値に市区町村別の推計値の合計が合致するように行われている．加

えて，都道府県別の推計に比べて，純移動率が市区町村によっては一時的な要因で変化す

る場合があるため，純移動率が最大と最小の期間を除いた期間を通算して初期値に設定し

たり，直近期間の純移動率が一時的な要因で大きく乖離するような地域においては，直近

期間と過去の人口増加率が一定以上の差がある場合は別途初期値を設定するといった例外
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的な処理が行われている． 

  

【多地域モデルと単一地域モデル】 

 地域別の将来人口推計を行う上で，人口移動に関する仮定値の設定方法には大別すると

多地域モデルと単一地域モデルの 2 つの手法がある．多地域モデルとは，地域毎の全ての

ペアについて転出率を設定する方法で，各男女年齢について地域数×地域数の移動マトリ

クスを作成する方法である．中でもロジャースモデルが有名であるが，我が国においては，

ロジャースモデルを地域別将来人口推計に用いた例として，国勢調査の人口移動集計や住

民基本台帳人口移動報告年報のデータなどを用い，地域ブロック毎の推計を行った川嶋ほ

か（1982）9）や，1975 年から 1980 年までの 5 年間の各都道府県における全国に対する転

入，転出に関する人口移動の分析に，ロジャースのスケジュールモデルを適用した井上

（1991）10）がある．しかし，他地域モデルは，地域間の全てのペアについて人口移動を推

計するため人口学的に最も優れた方法であるといえるが，推計対象の範囲がより細かくな

ればなるほど，推計に用いる変数が膨大なものになる．また，国勢調査・小地域集計にお

いても町丁目単位での男女年齢別の転入・転出数は公表されておらず（町丁目毎の転入総

数は公表）我が国において，小地域を対象とした推計に多地域モデルを用いることは現実

的な推計方法であるとはいえない． 

 一方で，単一地域モデルは地域間の人口移動を考慮せず，各地域毎にそれぞれの純移動

率を設定する方法で，上述の国立社会保障・人口問題研究所による都道県別，市区町村別

の推計においても用いられている手法である．多地域モデルに比べ，必要とする変数が少

なく試算プロセスが簡潔であるという利点がある．しかし，一般に単一地域モデルにより

推計される純移動者数は，実際には存在する転入数と転出数から求められる計算結果でし

かなく，推計の基準となる期間における人口の変化率が大きい程，将来人口の推計誤差が

大きいことが指摘されている（小池 2008）11）．小池によると，単一地域モデルにおいてあ

る地域の純移動率を算出する際，転出は当該地域から発生するが，転入の多くは当該地域

以外から発生する．そのため，転出率は転出数を分子・当該地域人口を分母とし，転入率

は転入数を分子・全国人口から当該地域人口を差し引いた値を分母とすれば，それぞれ概

ね確率に相当する指標が算出される．しかし，転入数から転出数を引いて純移動数を分子

にすると，分母人口をどのようにとっても確率には当たらない．つまり，転入数を当該地

域人口で割ることに確率的な意味はなく，純移動率の指標上の問題を指摘している．また，

純移動率は直近の人口移動傾向を考慮して将来に渡り一定または縮小するなど，地域ごと

男女年齢別に一律に設定されているが，小地域においては，一時的な要因で変動すること

が考えられ，同一市区町村内においても偏りが大きいことが考えられる．そのため，仮に

過去の転入・転出数のデータが充分に整ったとしても，町丁目単位等の小地域において地

域毎に純移動率を設定することは望ましくないといえる． 
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【小地域における将来人口推計に関する研究】 

 市区町村単位といった地域別の将来人口推計に関する研究は，国立社会保障・人口問題

研究所をはじめとして，各自治体など様々な機関において行われてきた．しかし，小地域

単位での推計手法に関する研究はあまり例を見ない．その理由は前述の通り，第一に小地

域単位での転入・転出といった人口流動データが整備されていないこと，第二にその人口

流動が地域によって非常に不安定に変化するために予測が難しいということが考えられる．

以下では，数少ない小地域における将来人口推計を行っている研究のレビューを行う． 

 小地域における将来人口推計への試みとして，大きく 2 つのアプローチが存在する．コ

ーホート要因法を用いた推計とコーホート変化率法を用いた推計である． 

前者には，町丁目単位で推計を行った沢田・羽根（2005）12）や 1/2 メッシュで封鎖人口

を推計した中澤・岸本（2008）13）らがある．また，自治体においても武蔵野市（2010）14）

をはじめ町丁目単位での推計が行われているが，その明確な実証分析は行われていない．

いずれも純移動率を直近の傾向から算出した一定値を用いているため，直近で人口変動が

大きな地域などでは推計誤差が大きくなってしまうことが報告されている． 

一方で，後者のコーホート変化率法は各コーホートについて自然増減と社会増減による

人口変動要因を区別せず，過去における実績人口の動態から変化率を求め，それに基づき

将来人口推計を行う手法である．取得可能データの制限があるため，扱う仮定値が少なく

ても推計可能であることがメリットにあるが，コーホート要因法同様に，小地域単位では

コーホート変化率が特異な値をとることがある．そこで，コーホート変化率を小地域単位

で安定的に評価するための研究が行われてきた．奥村（2005）15）は 500ｍメッシュを対象

に因子分析によりコーホート変化量を集約し，ベクトル自己回帰モデルを用いて将来人口

を推計している．古藤（2008）16）は，町丁目を分類することでコーホート変化率を集約し

将来人口を行う手法を提案している．また，土屋・室町（2005）17）は任意に周辺領域を設

定することでコーホート変化率の安定化を図り，さらに，これを改良した星田ら（2011）

18）は周辺領域の設定に際して，地理的重みを用いてコーホート変化率を平滑化する手法を

とっている．しかし，コーホート変化率法による推計のデメリットとして，長期間の推計

には不向きであることと，死亡数や移動者数を直接的には算出できないことがあげられる． 
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1.3 本研究の目的  

 

 本節では，第一章を総括した上で，本研究の目的を述べる． 

将来人口推計に対する要望は時代背景と共に変化し，その手法に関る研究が発展して

きた．我が国では，国立社会保障・人口問題研究所によるコーホート要因法をはじめとし

て，地域別（市区町村単位等）の将来人口推計の手法は種々の検証や議論が行われてき

た．しかし，近年では少子高齢化の進行により，局所的な人口問題が深刻化してきた．地

方分権化が進む各自治体においては，各々の人口動態に応じた行政サービスの展開，一方

で情報化が進む企業においては，より詳細なスケールでのマーケティング戦略の展開にお

いて，小地域単位といったより空間的にきめ細やかな将来人口推計の需要が高まってきて

いる． 

そこで，本研究の目的は小地域における将来人口推計手法を構築することである．手法

構築に際して念頭に置くべきことは，高い推計精度であることはもちろん，20～30 年とい

った中・長期的なビジョンを想定することと，可能な限りシンプルな推計手法を提案する

ことで，公共分野・民間分野を問わず広く活用されることを想定する． 

まず対象地域の単位であるが，本研究では町丁目単位で行う．その理由として，国勢

調査・小地域集計において基準人口となる町丁目別の男女 5 歳階級別の人口が全国で公表

されていることと，行政区域として町丁目単位の方がメッシュ単位よりも一般的であるた

めである．また，推計手法としてはコーホート要因法をベースで行う．町丁目単位では人

口変動に対する，転入・転出といった社会増減の影響が大きい．しかし，現状では町丁目

単位での男女・5歳階級別の転入・転出のデータが取得不可能であり，それらの要因を実

績値から分析し推計モデルに反映させることはできない．そこで，将来の移動者の仮定を

行い，将来人口推計値の各町丁目合計が国立社会保障・人口問題研究所による市区町村別

推計に合致するよう推計を行う． 

本論文の流れは，手法の提案を行い，過去の時点を基準とした現在の人口を推計し，

国勢調査の確定人口とを複数の地域で比較を行う．さらに，既存の手法を含め，推計手法

の違いによる推計結果の比較を行い，本モデルの検証を行う． 
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第 2 章 推計手法 
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2.1 将来人口推計手法の概要 

 

本研究で提案する，町丁目単位での将来人口推計手法は，国立社会保障・人口問題研究

所によるコーホート要因法を用いた『日本の市区町村別将来推計人口（平成 20 年 12 月推

計）』をベースとしている．すなわち，出生，死亡，移動者を仮定し将来人口を推計する（図

2-1）．出生，死亡に関する仮定は，同一市区町村内においては大きな差はないため，当該

市区町村における『日本の市区町村別将来推計人口（平成 20 年 12 月推計）』の推計で用い

られた市区町村別仮定値データ 19）を用いた． 

しかし，本研究において大きく異なるところは，移動に対する仮定である．本研究では，

市区町村全体での封鎖人口の合計を算出し，『日本の市区町村別将来推計人口（平成 20 年

12 月推計）』による市区町村全体での推計人口との差を，対象とする市区町村全体での将

来の純移動数と仮定した．こうして仮定した市区町村全体での将来の純移動数を，各町丁

目の各コーホートにおける移動者の分布に応じて分配を行った．このようにして，市区町

村全体としては国立社会保障・人口問題研究所による『日本の市区町村別将来推計人口（平

成 20 年 12 月推計）』に合致するよう推移し，市区町村内における町丁目毎の移動特性の

偏りをモデル内で再現することを試みた． 

図 2-2 に，本モデルによる将来人口推計算出フローを示す．本章では図 2-1 に示す推計

フローに沿って推計手法を解説していく．推計結果の検証のため，平成 17（2005）年国勢

調査における人口を基準人口とし，平成 22（2010）年を推計する．第 3 章において，推計

した平成 22（2010）年人口と平成 22（2010）年国勢調査の人口を比較し，検証を行う．  

 

 

図 2-1 コーホート要因法概念図 

75歳以上 75歳以上 75歳以上
70～74歳 70～74歳 70～74歳

… … …10～14歳 10～14歳 10～14歳
5～9歳 5～9歳 5～9歳
0～4歳 0～4歳 0～4歳

t年 t+5年 t+10年女性人口

年齢

年次

死亡

出生

移動
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将来人口推計フロー 

 

              ｔ ：基準となる年  

                      ｔ＋5：基準となる年の 5 年後の年  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-2 推計フロー  

資料：石川晃著「市町村人口推計マニュアル」（古今書院）20）をもとに作成 

基準人口の選定  (t) 

①性・年齢別基準人口 

仮定条件の設定 (t～t+5 年間) 

②将来の性・年齢別生残率  

③将来の性・年齢別純移動数 

④将来の子ども女性比 

⑤将来の 0～4歳性比 

性・年齢別封鎖人口の算出 

(t) 

ｔ年からｔ＋5 年にかけての 

純移動者の推計 

 

 

ｔ年からｔ＋5 年にかけて

の 

出生数の推計 

 

ｔ＋5 年の性・年齢別人口 

の確定 

各コーホートに純移動数 

を分配 

 

性・年齢別封鎖人口の算出 

(t+5) 
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2.2 基準人口の算出 

 

推計の起点となる基準人口は，平成 17（2005）年国勢調査・小地域集計における男女・

5歳階級別の人口を用いる（町丁・字等）．推計にあたり，この国勢調査の人口データに対

して，高齢者コーホートの分解，町丁目の統合の 2つの処理を行った． 

 

【高齢者コーホートの分解】 

推計に用いる市区町村別仮定値データの最高齢コーホートが 85 歳以上なのに対し，基

準人口とする町丁目別国勢調査の人口データの最高齢コーホートが 75 歳以上であるため，

当該市区町村の 75 歳以上の人口総数の比率に応じて，基準人口の 75 歳以上コーホートを

75～79 歳，80～84 歳，85 歳以上のコーホートに分配したものを推計に用いた．以下の式

（1）にその計算式を示す． 

)1(
)(

)(
)()(

~75,

4~,

~75,4~, 　　　　　　　　　　　　　　　　　　
市区町村

市区町村

g

xxg

gkxxgk
tP

tP
tPtP



   

）歳人口（における：町丁目 754~)( 4~,  xxxktP xxgk  

 

【町丁目の統合】 

  年次の変化に伴って，境界線の変化や，名称が変わる町丁目が存在する．そこで平成

12（2000）年から平成 22（2010）年にかけて領域や名称の変化があった町丁目については，

GIS 上でその周辺領域を含めて一つの領域に統合した（第 3 章における推計手法の比較検

証を行う際に，コーホート変化率法で平成 12 年の人口データも用いるため）．その際に，

統合された町丁目の男女・5 歳階級別人口データも合算を行う． 

図 2-3 に，千葉県柏市の例を示す．柏市は平成 17（2005）年に沼南町と合併している． 

平成 12（2000）年における，柏市と沼南町の町丁目数の合計は 308 であるのに対し，合併

後の平成 22（2010）年の柏市の町丁目数は 324 である．このように，町丁目数とその名称

が変化すると推計値と国勢調査値を町丁目毎に比較することが容易ではなくなる．そこで 

，図 2-3 のように領域や名称の変化があった町丁目（赤丸箇所）を統合して柏市の基準人

口における町丁目数は 285 とした． 
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図 2-3 町丁目の統合（千葉県柏市） 

平成 12 年 

柏市+沼南町 

町丁目数 308 

平成 22 年 

柏市 

町丁目数 324 

柏市 

町丁目数 285 

統合 
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【使用データ一覧】 

 表 2-1 に，本節（2.2）で使用したデータの一覧を示す． 

 

表 2-1 使用データ一覧（2.2） 

 

 使用データ 

 

基準人口 

平成１７年国勢調査 小地域集計 

年齢（５歳階級），男女別人口（外国人，総年齢及び平及び平

均年齢－特掲）－町丁･字等 

 

市区町村人口 

（75 歳以上） 

平成１７年国勢調査 都道府県別結果 

第 6 表 配偶関係（4区分），年齢（各歳），男女別 15 歳以上人

口及び平均年齢（総数及び日本人） 

※人口 20 万未満の市町村は第 7表 

境界データ 平成 12 年～平成 17 年国勢調査境界データ（小地域） 

日本測地系平面直角座標系・Shape 形式 
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2.3 封鎖人口の算出 

 

基準人口をもとに封鎖人口を算出する．封鎖人口とは転入・転出が一切なく出生・死亡

のみで規定されると仮定した理論上の将来人口である．封鎖人口の算出式を以下の式（2）

～（4）に示す．ただし，  

 

●5 歳以上封鎖人口 

 5 歳以上コーホートの封鎖人口算出には生存率を用いる．生存率とは，ある年齢の人口

が，5年後の年齢に達するまで生き残る確率のことである． 

 

　9~54~4~,9~5, )()()5('   xxxxxxgkxxgk tStPtP  )2(  

●0～4 歳封鎖人口 

 本推計では将来の 0～4 歳人口の算出に子ども女性比を用いる．子ども女性比とは，15～

49 歳の女性人口に対する 0～4 歳人口の割合を示したものである．子ども女性比における

0～4 歳人口は男女含めてであるので，ある期間に生れた新生児の男女性比をあらわす出生

比を用いて男女別に 0～4 歳人口を算出する．出生比＝男子出生数/女子出生数（×100）で

表され，出生比 105 というのは新生女児が 100 人に対し新生男児が 105 人であることを示

す． 

 

　
)5(100

)5(
)5()()5(' 49~15,4~0,






tSR

tSR
tCWRtPtP fkmk  

)3(  

　
)5(100

100
)5()()5(' 49~15,4~0,




tSR
tCWRtPtP fkfk

 
)4(　  

 

 

歳の封鎖人口年のにおける　：町丁目 9~55)5(' 9~5,   xxtktP xxgk  

歳人口年のにおける　：町丁目 4~)( 4~,  xxtktP xxgk  

歳の生存率歳年の　： 9~54~)( 9~54~  xxxxttS xxxx  

年の子ども女性比　： 5)5(  ttCWR  

年の出生比　： 5)5(  ttSR  
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【使用データ一覧】 

 表 2-2 に，本節（2.3）で用いたデータの一覧を示す．本推計では，封鎖人口算出の際の

生存率，子ども女性比，出生比の仮定値は国立社会保障・人口問題研究所による『日本の

市区町村別将来人口推計』（平成 20 年 12 月推計）で用いられた市区町村毎の値を採用し

た．同一市区町村内であれば，出生と死亡の確率は町丁目別にみても相違ないものとみな

した． 

 

表 2-2 使用データ一覧（2.3） 

 

 使用データ 

 

生存率 

国立社会保障・人口問題研究所 

『日本の市区町村別将来人口推計』（平成 20 年 12 月推計）について 

5.市区町村別仮定値データ（男女・5 歳階級別） 

 

子ども女性比 

国立社会保障・人口問題研究所 

『日本の市区町村別将来人口推計』（平成 20 年 12 月推計）について 

5.市区町村別仮定値データ（男女・5 歳階級別） 

 

出生比 

 

国立社会保障・人口問題研究所 

『日本の市区町村別将来人口推計』（平成 20 年 12 月推計）について 

5.市区町村別仮定値データ（男女・5 歳階級別） 
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2.4 純移動数算出 

 

【純移動数算出の概要】 

 本推計では，将来の純移動数を封鎖人口を用いて算出する．はじめに，市区町村全体に

おける純移動数を算出し，その後算出した市区町村全体での純移動数を各町丁目，各コー

ホートに分配を行う．図 2-4 に，純移動数算出の概要図を示す． 

 

 

図 2-4 純移動数算出概要 

 

ここで，純移動数を式（5）で定義する．転入超過の場合が正，転出超過の場合は負の値

をとる． 

転出数転入数純移動数　   )5(  

 

【市区町村全体での純移動数】 

  市区町村全体での将来の純移動数の推計式を式（6）に示す．ここで用いる，封鎖人口

総数は式（2）～式（4）で算出した，各町丁目の男女・5歳階級別の封鎖人口を市区町村単

位で合算したものである．また，t+5 年の市区町村の人口総数は，国立社会保障・人口問

題研究所の『日本の市区町村別将来推計人口平成 20 年 12 月推計）』による市区町村人口

とした． 

 

allTallTallT tPtPtNM )(')5()5(  　  )6(  

  

年の純移動数における　：市区町村 5~)5(  ttTtNM allT   

年の人口総数における　：市区町村 5)5(  tTtP allT   

年の封鎖人口総数における　：市区町村 tTtP allT )('   

【各年齢区分に分配】 

 

（１）各年齢区分に分配

各
町
丁
目
に
分
配

（2）

市区町村全体の移動者の人口構造による

各
町
丁
目
の
常
駐
者
人
口
に
よ
る
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 式（6）で算出した，市区町全体での純移動数を図 2-4 の（1）各年齢区分に分配を行う．

以下，千葉県柏市を例にする． 

 市区町村における，純移動数の男女・5 歳階級別の傾向をモデルに反映させるために，

平成 22（2010）年の国勢調査・人口移動集計を用いる．柏市全体での，実際の純移動数（実

績値）を男女・5 歳階級別に算出したものが図 2-5 である．柏市全体では転入超過傾向で

あるが，男女共に 30～44 歳において転入超過が特に大きい．一方で，50 歳以上では転入

と転出の差は小さく，純移動数（実績値）は比較的安定することが確認できる．このよう

に，市区町村における男女・5歳階級別の純移動数の分布傾向が分かる． 

 

 

図 2-5 柏市純移動数（H17～H22 実績値） 
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ただし，平成 22（2010）年の国勢調査・人口移動集計から算出した純移動数（実績

値）と，式（6）により推計した純移動数は必ずしも一致しない．本推計では，最終的に

国立社会保障・人口問題研究所の『日本の市区町村別将来推計人口平成 20 年 12 月推

計）』に町丁目毎の合計が合致するよう推計するため，市区町村の純移動数（実績値）は

あくまで純移動数の男女・5 歳階級別の分布傾向の目安でしかない．従って，本モデルで

は市区町村全体での純移動者数に対する，男女・5歳階級別の内訳は平成 17（2005）～年

～平成 22（2010）年の実績値に基づき，その比率は将来に渡って一定のものと仮定し

た． 

実際の純移動数の男女・5歳階級別の分布傾向に従って，式（6）により算出した市区

町村全体での純移動数を男女・5 歳階級別に比例分配を行う． 

 

allT

xxgT

allTxxgT
HNM

HNM
tNMtNM

)22(

)22(
)5()5(

4~,

4~,
国勢調査

国勢調査 

   
 

)7(  

  

  

歳の純移動数年、における　：市区町村 4~5)5( 4~,   xxtTtNM xxgT   

  

歳の純移動数出した　人口移動集計より算　　　　　　　　　　

年国勢調査における、平成　：市区町村国勢調査

4~

22)22( 4~,





xx

THNM xxgT
 

町村総数）出した純移動数（市区　人口移動集計より算　　　　　　　　　　

年国勢調査における、平成　：市区町村国勢調査 22)22( THNM allT

 

 

【各町丁目に分配】 

 式（7）により推計した市区町村における男女・5歳階級別の純移動数を，図 2-4 にお

ける，（2）各町丁目に分配する．各町丁目への分配には，各コーホートの常駐者の数に応

じて比例分配を行う．大規模な住宅開発等の例外を除けば，もともと住んでいる常駐者が

多い地域ほど人口の流入・流出が多く，常駐者が少ない地域では人口の流入・流出は少な

いと考えられるからだ．各町丁目における男女・5歳階級別の純移動数の推計に，式

（8）を用いた． 

 

4~,

4~,

4~,4~,
)(

)(
)5()5(





 
xxgT

xxgk

xxgTxxgk
tP

tP
tNMtNM  

 

)8(  

  

  

区町村歳の純移動数年のにおける　：町丁目 4~5)5( 4~,   xxtktNM xxgk   

歳人口年のにおける　：市区町村 4~)( 4~,  xxtTtP xxgT   
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 以上の式（5）から式（8）の手順で，各町丁目における男女・5 歳階級別の純移動数が

推計された． 

 

【使用データ一覧】 

 以下の表 2-3 に本節（2.4）で用いたデータの一覧を示す． 

 

表 2-3 使用データ一覧（2.3） 

 

 使用データ 

将来の市区町村における 

人口総数 

国立社会保障・人口問題研究所 

『日本の市区町村別将来推計人口平成 20 年 12 月推計）』 

 

純移動数（実績値） 

平成 22（2010）年国勢調査 移動人口の男女・年齢等集

計 

第 3 表 現在市区町村による 5年前の常駐地，年齢（5歳

階級），男女別人口（転入）（転出-特掲） 
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2.5 将来人口の確定 

 

 2.1 節から 2.4 節を通して，町丁目単位における将来人口推計を行う本モデルにおいて

必要な，基準人口，封鎖人口，出生に関する仮定，移動に関する仮定を，図 2-2 の推計フ

ローに沿って求めた．式（1）～式（8）より，t 年を基準とした t+5 年の将来人口が以下

の式（9）により確定する． 

 

 

 同様の手順で，次年次処理を行うことで，t+10 年，t+15 年，…，t+n 年と将来人口の推

計を行う． 

 

 一般に，将来人口推計を行う際に，最終的に各地域の推計人口を合算し，1 つ大きな集

計単位での推計と合致するように補正を行う（市区町村単位での推計なら，都道府県別推

計へ）．本推計モデルでは，市区町村全体での封鎖人口の合計を算出し，国立社会保障・人

口問題研究所による市区町村推計人口との差を，対象とする市区町村全体での将来の純移

動数と仮定した．そのため，その定義上，補正を行わなずとも『日本の市区町村別将来推

計人口（平成 20 年 12 月推計）』に合致する． 

 

 

  

 4~,)5( xxgk tP 4~,)5('  xxgk tP + 4~,)5(  xxgk tNM  )9(  

  

  

歳人口年のにおける　：町丁目 4~5)5( 4~,   xxtktP xxgk   

歳封鎖人口年のにおける　：町丁目 4~5)5(' 4~,   xxtktP xxgk   

歳純移動数年のにおける　：町丁目 4~5)5( 4~,   xxtktNM xxgk   
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第 3 章 推計結果・地域別検証 
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 本章では，本推計モデルを用いて，平成 17(2005)年を起点として平成 22（2010）年を

推計し，その推計値と平成 22（2010）年国勢調査との比較検証を行う．また，特性の異

なる対象地域にて推計を行い，本推計モデルの汎用性を検証する． 

 

3.1 対象地域 

 

 検証対象地域として，千葉県柏市，東京都墨田区，山形県村山市で本推計モデルの検

証を行う．それぞれの地域の近年の国勢調査人口総数（市区町村単位）を表 3-1 に示す．

図 3-1 は，平成 12（2000）年～平成 17（2005）年，平成 17（2005）年～平成 22（2010）

年の 2つの期間における各地域の人口変動率を表す．ただし，平成 12（2000）年の柏市

人口は沼南町との合算（合併のため）．また，図 3-2 は，平成 17（2005）年の国勢調査か

ら作成した各地域の人口ピラミッドである． 

図 3-1，図 3-2，表 3-1，及び各都市の立地条件からその特徴を以下に簡潔にまとめ

る． 

表 3-1 国勢調査人口（市区町村単位） 

 

単位（人） 柏市 墨田区 村山市 

平成 12（2000）年 373778 215979 29586 

平成 17（2005）年 380963 231173 28192 

平成 22（2010）年 404012 247606 26811 

 

【千葉県柏市】 

 柏市は，千葉県北西部に位置し，都心からほど近いベッドタウンとして発展してき

た．図 3-1 から，平成 12（2000）年に対する平成 17（2005）年の変動率に比べ，平成 17

（2005）年に対する平成 22（2010）年の人口変動率が大きいことが分かる．これは，平

成 17（2005）年における，沼南町との合併，及びつくばエクスプレスの開通に伴い人口

が増加したためである． 

【東京都墨田区】 

 墨田区は東京都の特別区の 1つであり，東京 23 区内の北東に位置する人口密集地域で

ある．人口変動率をみると平成 12（2000）年～平成 22（2010）年にかけては，一貫して

前年比約 7％増で人口増加が続いている． 

【山形県村山市】 

 村山市は，山形県中央部に位置し，過疎地域に指定されている地域である．他の 2 都

市に比べると，人口規模は小さく，人口変動率もマイナスで，人口減少が既に始まってい

る．人口ピラミッドより，高齢者割合が高く，若年層割合が低い地域であることが分か

る．人口ピラミッドはやや逆三角形型である． 
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図 3-1 人口変動率（柏市，墨田区，村山市） 

 

 

 

図 3-2 人口ピラミッド・平成 17（2005）年（柏市，墨田区，村山市） 
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3.2 検証概要 

 柏市，墨田区，村山市において平成 17（2005）年を起点とした平成 22（2010）年推計

値と平成 22（2010）年国勢調査値を比較する． 

 

【相関分析】 

推計値と国勢調査値の相関分析を行う．相関係数 Rは以下の式（10）により算出し

た．本検証では，相関係数 R の 2 乗値である R2値を，総数，年齢 3区分，男女・5 歳階級

別で検証する．R2値は散布図の近似曲線の当てはまりの良さを表し，相関係数 Rと同様に

2つの変数の組（ここでは推計値と実績値）の相関の強さを表す指標である．相関分析に

加えて，推計精度に本モデルで仮定した純移動数が，どのような影響を与えるかを考察す

る． 

 

 

【予測誤差】 

 推計値の予測誤差の指標に，以下の kE を用いた．推計値の各町丁目総数で，その予

測誤差の検証を行う．算出式を式（11）に示す． 

 

 

k

kk

k
R

PR
E


  

 

)11(  

 

 

 

　：予測誤差kE   

年の国勢調査人口における　：町丁目 2010kRk   

年の推計人口における　：町丁目 2010kPk   

 

また，基準人口である平成 17（2005）年において，人口総数が 0 である町丁目は，予

 







22 )()(

))((

xxXX

xxXX
R  

 

)10(  

  

  

　：相関係数R   

国勢調査）　：実績値(X   

国勢調査）の平均　：実績値(X   

　：推計値x   

　：推計値の平均x   
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測誤差の検証においてはサンプルから除外した． 

 

【外れ値の検定】 

外れ値がどのような要因で起きたのか検討を行うため，外れ値の検定を行う．外れ値

の検定には標準残差を用いた．残差をその標準偏差で割って，標準化したものを標準残差

と呼ぶ．以下の式（12）～（14）に，残差，残差の標準偏差，及び標準残差の算出式を示

す． 

 

)( xXe   )12(  

n

ee
e

 


2)(
  

 

)13(  

e

e


標準残差  

 

)14(  

 

 

 

　：残差e   

　：残差の平均e   

の標準偏差　：残差ee   

 

一般に，標準残差の絶対値が 2～4以上のものを外れ値とすることが多い．本検証では，

算出した標準残差の絶対値が 3以上のものを外れ値とみなすこととした．
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3.3 柏市検証 

【相関分析】 

 平成 17（2005）年を起点とした平成 22（2010）年推計値と平成 22（2010）年国勢調

査値を比較する．図 3-3 に，柏市における総数，年齢 3区分（男女計）による推計値と実

績値（国勢調査）の散布図を示す．また，図 3-4 には男女・5 歳階級別の R2値を，図 3-5

には本推計モデルで仮定した男女・5 歳階級別の純移動数を示す． 

 

 

 

 図 3-3 柏市 総数，年齢 3区分（男女合計）による推計値 VS 実績値  

 

図 3-3 より，町丁目総数では R2が 0.97 と，推計値と実績値の間には非常に強い生の相

関を確認することができ，年齢 3 区分での比較においても，いずれも R2は 0.9 以上の値

を示す．全体でみると本モデルによる，推計値と実績値の相関は高いといえる． 

 一方で，図 3-4 より推計結果を更に細かく男女・5 歳階級別で見ると，男女共に 0～4

歳と 30～34 歳で他のコーホートに比べ R2値が低いことが分かる．0～4 歳に関しては，そ

の推計に子ども女性比を用いているが，子ども女性比は 15～49 歳女性人口に対する 0～4
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歳 

 

 

図 3-4 柏市 男女・5 歳階級別 R2 

 

  

 

図 3-5 柏市 男女・5 歳階級別 純移動数 

 

人口割合を表し，さらに男女比で 0～4歳人口を男女に分けている．しかし，町丁目単位

で確率の分母にあたる人口が少なく，前年度に存在しなかった新たなコーホートを確率的 

に推計したとしても，そのばらつきが大きくなることは必然であるといえる．また，30
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～34 歳コーホートに関しては，図 3-5 より，転入超過での純移動数が多いことが分か

る．柏市においては，前後含め 25～44 歳の若年層は，その人口変動に占める移動の影響

が大きかったと推測される．そのため，本モデルでは他のコーホートに比べると，若年

層の移動者の振り分けがその真値とは異なり，R2値は若干低い値を示すと考えられる． 

 

【予測誤差】 

 

 

図 3-6 柏市 予測誤差の頻度分布 

 

 図 3-6 に，柏市における各町丁目における推計人口（総数）の予測誤差の頻度分布を示

す．最頻値は「-10％～-5％」でありこの階級には全体の約 25％が含まれる．全体として

はやや負方向への分布が多く，柏市の人口総数では推計値は実績値よりも若干大きかっ

た．本モデルは，国立社会保障・人口問題研究所による市区町村別推計に市区町村総数が

合致するよう設定されているが，国立社会保障・人口問題研究所による柏市の推計結果が

若干の過小評価であったため，全体としてはこのような分布傾向になった．全体の約

70％の地域で予測誤差は±10％以内に収まっているため，柏市においては比較的高い精度

で推計ができたといえる． 

 

【外れ値の要因】 

図 3-3 の推計値と実績値の比較，総数において，矢印で示すデータ系列Ａ，Ｂに注目

したい．系列Ａ，Ｂは式（13）の標準残差より検出された外れ値である．また，図 3-7 は

柏市における，町丁目単位での人口総数の推計値と実績値を GIS 上にて比例等級で表した

ものである．図 3-7 上でも，系列Ａ，Ｂは推計値と実績値の色の変化が確認できる． 
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これらの外れ値となった要因，つまり推計値と実績値が大きくかけ離れてしまった要

因を検討する．他の地域に比べて，推計値と実績値が大きく乖離したのには，推計モデル

自体の内的要因によるものというよりは，新規住宅への転入といった突発的な要因が大き

いと予想される．そこで，推計推計期間の前後において，これらの地域でおきた変化を表

3-2 にまとめる．系列Ａは，若柴であり，系列Ｂは手賀の社周辺を統合（境界線の変化が

あったため）した地域である．若柴は柏の葉キャンパス駅近くに位置し，推計期間内に大

規模な集合住宅が建設されたのが確認できる．手賀の社においても，ニュータウンの建設

が確認できた．そのためこれらの地域では，推計値の大幅な過小評価となった．ただし，

65 歳以上の高齢者に関しては，系列Ａ，Ｂにおいて外れ値は確認できない．これは，新

規住宅地への高齢者の転入は比較的少ないことを意味する． 

また，外れ値を含む R2値と，除外した R2値を総数，年齢 3 区分で比較したものを表 3-

3 に示す．表 3-3 より，各年齢区分において，外れ値を除くと R2値は高くなることが確認

できた． 

 

表 3-2 外れ値の要因（柏市） 

 

系列 地域 要因 

Ａ 若柴 柏の葉キャンパス付近の集合住宅の

建設．推計期間中に 1879 戸 ※1 

Ｂ 統合地域（H22 年時，手賀の社 1～5

丁目，箕輪，岩井，五篠谷，鷲野

谷） 

手賀の社にニュータウンの建設． 

1650 区画 ※2 

 

※1 出典：近鉄不動産 近鉄・柏ニュータウン ローレルヒルズ手賀の杜 

http://www.kintetsu-re.co.jp/tokyo/lh-teganomori/index.html 

※2 出典：マンションリサーチ株式会社 マンション.navi 千葉県柏市若柴のマンショ

ン一覧  http://t23m-navi.jp/list/千葉県柏市若柴 

 

 

表 3-3 R2値に対する外れ値の影響 

 

  外れ値含む 外れ値除外 

総数 0.9706 0.9894 

15 歳未満 0.9177 0.9664 

15～64 歳 0.9668 0.9877 

65 歳以上 0.9920 0.9993 

 

http://www.kintetsu-re.co.jp/tokyo/lh-teganomori/index.html
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3.4 墨田区検証 

【相関分析】 

 図 3-8 に，柏市における総数，年齢 3 区分（男女計）による推計値と実績値（国勢

調査）の散布図を示す．また，図 3-9 には男女・5歳階級別の R2値を，図 3-10 には本推

計モデルで仮定した男女・5 歳階級別の純移動数を示す． 

 

 

図 3-8 墨田区 総数，年齢 3区分（男女合計）による推計値 VS 実績値 

 

 

図 3-8 より，町丁目総数では R2が 0.96 と，推計値と実績値の間には非常に強い生の相

関を確認することができた．年齢 3 区分での比較においても，いずれも R2は 0.9 以上の

値を示す．全体でみると本モデルによる，推計値と実績値の相関は高いといえる． 

墨田区では 20～24 歳から 30～34 歳の若年層において，他のコーホートに比べて本推

計モデルで振り分けた純移動数が大きく，それに応じて若年層での R2が低下しているの

が確認でき，柏市同様の傾向が見られた．一方で，移動数の少ない高齢者に関しては，男

女共に推計値と実績値の間には非常に強い相関がみられた． 
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図 3-9 墨田区 男女・5 歳階級別 R2 

 

 

 

図 3-10 墨田区 男女・5歳階級別 純移動数 
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【予測誤差】 

 

 

図 3-11 柏市 予測誤差の頻度分布 

 

 図 3-11 に，各町丁目における推計人口（総数）のの予測誤差の頻度分布を示す．最頻

値は「-5％～0％」であり，全体の 30％がこの階級に含まれた．予測誤差が±10％に収ま

るのは全体の約 80％であった．予測誤差に関しても，柏市同様に，高い精度で推計でき

たといえる． 

 

【外れ値の要因】 

  図 3-8 の，系列Ａ，Ｂが墨田区の推計値と実績値の散布図における外れ値である．ま

た，図 3-12 は，墨田区における町丁目単位での人口総数の推計値と実績値を GIS 上にプ

ロットしたものである．これらの地域での推計値と実績値の乖離には以下の表 3-4 の要因

が確認できた． 

 

表 3-4  外れ値の要因（墨田区） 

 

系列 地域 要因 

Ａ 京島 1丁目 曳舟駅前の再開発地区における大規模 

マンションの建設    ※総戸数 830 

Ｂ 太平 4丁目 大規模商業施設に隣接した大規模 

マンションの建設      ※総戸数

644 

※出典：マンションリサーチ株式会社 マンション.navi 東京都墨田区のマンション一

覧  http://t23m-navi.jp/list/東京都墨田区 
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表 3-5 は，墨田区において外れ値を含む R2値と，外れ値を除外した R2値を，総数，年

齢 3 区分（男女計）である．いずれも外れ値を除外することで，R2値が高くなることが確

認できた． 

 

表 3-5 R2値に対する外れ値の影響（墨田区） 

 

  外れ値含む 外れ値除外 

総数 0.9607 0.9783 

15 歳未満 0.9240 0.9389 

15～64 歳 0.9308 0.9611 

65 歳以上 0.9907 0.9917 
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3.5 村山市検証 

【相関分析】 

図 3-13 に，柏市における総数，年齢 3区分（男女計）による推計値と実績値（国勢調

査）の散布図を示す．また，図 3-14 には男女・5 歳階級別の R2値を，図 3-15 には本推計

モデルで仮定した男女・5歳階級別の純移動数を示す． 

 

 

 

図 3-13 村山市 総数，年齢 3区分（男女合計）による推計値 VS 実績値 

 

総数，年齢 3区分（男女計）における推計値と実績値との相関関係については，柏市

や墨田区と同様に，非常に強い正の相関が確認できる．しかし，柏市や墨田区との大きな

傾向の違いは，本推計モデルでの村山市の純移動数の分配だ．図 3-15 より，村山市にお

いては全体で転出超過の純移動数を振り分けており，特に若年層では転出が多いとしてい

る．実際に，平成 17（2005）年から平成 22（2010）年にかけて，村山市では人口減少が

起き，若年層の転出が大きい．純移動数の絶対値をとった最大値は，20～24 歳のコーホ

ートであり，他の都市に比べてそのピークが若い年代にある．これは，進学や就職に際し

て他の市区町村への転出が多いからだと推測される． 
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図 3-14 村山市 男女・5歳階級別 R2 

 

 

図 3-15 村山市 男女・5歳階級別 純移動数 
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村山市では，15～29 歳の若年層のみが転出超過で純移動数が大きく，それ以外のコー

ホートに関しては転出・転入の影響が小さいと考えられ，市全体としては自然動態の仮定

に推計値が左右される傾向にある． 

 

【予測誤差】 

 

 

図 3-16 村山市 予測誤差の頻度分布 

 

図 3-11 に，各町丁目における推計人口（総数）のの予測誤差の頻度分布を示す．最頻

値は「-5％～0％」であり，全体の約 25％がこの階級に含まれた．予測誤差が±10％に収

まるのは全体の約 76％であった． 

 

【外れ値の要因】 

 以下の，表 3-6 に図 3-13 の散布図における外れ値の要因をあげる． 

 

表 3-6 外れ値の要因（村山市） 

 

系列 地域 要因 

Ａ 楯岡笛田２丁目 ※推計期間中に老人ホームが建設 

入居定員 90 名 

Ｂ 楯岡鶴ヶ町１丁目  

Ｃ 駅西  

Ｄ 楯岡新町４丁目 新区画の住宅地 

※出典：みんなの介護  http://minnanokaigo.com/facility/HA06035
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図 3-13 の系列Ａに着目すると，15 歳未満，15～64 歳では外れ値は確認できないが，65

歳以上では大きな乖離が見られ，それが総数の推計値と実績値のずれに影響していること

が分かる．系列Ａの町丁目では，老人ホームが推計期間内に建設されたため，高齢者のみ

人口が大きく増えた．他のＢ～Ｄに関しては明確な要因をみつけることができなかった

が，村山市では町丁目あたりの人口が少ないため（図 3-17），推計分母が小さく推計値に

ばらつきがでたものと考えられる． 

 また，表 3-7 より，村山市では外れ値を除外すると特に 15 歳未満の R2値が高くなるこ

とが確認できる．0～4 歳の出生コーホートの推計が実績値とはばらつきがあったためで

ある． 

 

表 3-7 R2値に対する外れ値の影響（村山市） 

 

  外れ値含む 外れ値除外 

総数 0.9696 0.9891 

15 歳未満 0.8940 0.9478 

15～64 歳 0.9648 0.9854 

65 歳以上 0.9611 0.9878 
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第 4 章 推計手法比較 
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4.1 推計手法比較概要 

 

 本章では，本モデルによる推計と，既存手法のコーホート変化率法，純移動率を用いた

コーホート要因法による推計を用いて，第 3 章と同じく千葉県柏市，東京都墨田区，山形

県村山市において平成 17（2005）年を起点に平成 22（2010）年を推計し，平成 22

（2010）年国勢調査と比較検証を行う．推計手法の違いによる推計結果の違いについて考

察を行う．既存手法も，本推計モデルと同様，境界変化のあった町丁目は統合した後，町

丁目単位で男女・5 歳階級別に推計を行い，最高齢コーホートは 85 歳以上の基準人口を

用いた（第 2章 2.2 節参照）． 

 

4.2 コーホート変化率法 

【コーホート変化率法 推計手法】 

 コーホート変化率法とは，各コーホートについて自然増減と社会増減による人口変動要

因を区別せず，過去における実績人口の動態から変化率を求め，それに基づき将来人口推

計を行う手法である．比較対象として，本章で用いたコーホート変化率法は，平成 12

（2000）年から平成 17（2005）年にかけての各コーホートの変化率を，基準年である平

成 17（2005）年の人口に乗じることで平成 22（2010）年を推計している．推計手法を以

下の式（15）～式（17）に示す． 

 

●0～4 歳人口  

49~15,

4~0,

49~15,4~0,
)(

)(
)5()5(

fk

gk

fkgk
tP

tP
tPtP   

 

)15(  

●5～84 歳人口  

4~,

9~5,

4~,9~5,
)5(

)(
)()5(









xxgk

xxgk

xxgkxxgk
tP

tP
tPtP  

 

)16(  

●85 歳以上人口  

~80,

~85,

~80,~85,
)5(

)(
)()5(

gk

gk

gkgk
tP

tP
tPtP


  

 

)17(  

  

  

歳人口年のにおける　：町丁目 4~)( 4~,  xxtktP xxgk   

 

ただし，  mfg , であり， f は女性を，m は男性を表す．0～4 歳人口に関しては 1

階級下のコーホートが存在しないため，母親となりうる 15～49 歳の女性人口の比（子ど

も女性比）を用いる． 
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【使用データ一覧】 

表 4-1 に，コーホート変化率法を用いた推計に使用したデータの一覧を示す．千葉県

柏市においては，平成 17（2005）年 3月 28 日に沼南町と合併したため，H12（2000）年

の人口は柏市と沼南町の合算である． 

 

表 4-1 使用データ一覧（4.2） 

 

 使用データ 

 

基準人口 

平成 17（2005）年国勢調査 小地域集計 

年齢（5 歳階級），男女別人口（外国人，総年齢及び平及び平均年齢

－特掲）－町丁･字等 

平成 12(2000)年 平成 12（2000）年国勢調査 小地域集計 

年齢（5 歳階級），男女別人口（外国人，総年齢及び平及び平均年齢

－特掲）－町丁･字等 

 

市区町村人口 

（75 歳以上） 

平成 17（2005）年国勢調査 都道府県別結果 

第 6 表 配偶関係（4区分），年齢（各歳），男女別 15 歳以上人口及

び平均年齢（総数及び日本人） 

※人口 20 万未満の市町村は第 7表 
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4.3 純移動率を用いたコーホート要因法 

 

 国立社会保障・人口問題研究所による『日本の市区町村別将来推計人口平成 20 年 12 月

推計）』と同様に，純移動率を仮定して推計を行った．すなわち，一般的なコーホート要

因法による推計手法で行った．ただし，純移動率の設定に関して，町丁目単位での過去の

男女・5 歳階級別の転入・転出数の実績値データが取得できないため，市区町村毎に定め

られた男女・5 歳階級別の純移動率の仮定を各町丁目においても一律に設定している．つ

まり，市区町村全体での将来の移動者は差別化されるが，町丁目単位での移動特性は反映

されない．推計手法を以下の式（18）～式（20）に示す． 

 

●0～4 歳人口  

)5(100

)5(
)5(

2

)()5(
)5(

49~15,49~15,

4~0,








tSR

tSR
tCWR

tPtP
tP

fkfk

mk
 

 

)18(  

)5(100

100
)5(

2

)()5(
)5(

49~15,49~15,

4~0,






tSR

tCWR
tPtP

tP
fkfk

fk
 

 

)19(  

  

●5 歳以上人口  

  

　))(')(()()5( 9~54~,9~54~,4~,9~5,   xxxxgxxxxgxxgkxxgk tNMtStPtP  )20(  

  

  

歳人口年のにおける　：町丁目 4~)( 4~,  xxtktP xxgk   

年の子ども女性比　： 5)5(  ttCWR   

年の出生比　： 5)5(  ttSR   

歳の生存率歳年の　： 9~54~)( 9~54~,  xxxxttS xxxxg   

歳の純移動率歳年の　： 9~54~)(' 9~54~,  xxxxttNM xxxxg
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【使用データ一覧】 

表 4-2 に，純移動率を用いたコーホート要因法での推計に使用したデータの一覧を示

す． 

 

表 4-2 使用データ一覧（4.2） 

 

 使用データ 

 

基準人口 

平成 17（2005）年国勢調査 小地域集計 

年齢（5 歳階級），男女別人口（外国人，総年齢及び平及び平均年齢

－特掲）－町丁･字等 

 

市区町村人口 

（75 歳以上） 

平成 17（2005）年国勢調査 都道府県別結果 

第 6 表 配偶関係（4区分），年齢（各歳），男女別 15 歳以上人口及

び平均年齢（総数及び日本人） 

※人口 20 万未満の市町村は第 7表 

 

生存率 

国立社会保障・人口問題研究所 

『日本の市区町村別将来人口推計』（平成 20 年 12 月推計）について 

5.市区町村別仮定値データ（男女・5 歳階級別） 

 

子ども女性比 

国立社会保障・人口問題研究所 

『日本の市区町村別将来人口推計』（平成 20 年 12 月推計）について 

5.市区町村別仮定値データ（男女・5 歳階級別） 

 

出生比 

 

国立社会保障・人口問題研究所 

『日本の市区町村別将来人口推計』（平成 20 年 12 月推計）について 

5.市区町村別仮定値データ（男女・5 歳階級別） 

 

純移動率 

国立社会保障・人口問題研究所 

『日本の市区町村別将来人口推計』（平成 20 年 12 月推計）について 

5.市区町村別仮定値データ（男女・5 歳階級別） 
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4.4 評価指標の定義 

 

 本推計モデル，コーホート変化率法，一律の純移動率を用いたコーホート要因法（以

下，純移動率モデルと呼ぶ）の 3 つの手法の違いによる，推計結果の比較を行う．比較す

る推計値の評価には，推計値と実績値の相関係数の 2 乗値である R2値と，平均二乗誤差

RMSE 値を用いた． 

 

【R2の定義】 

推計値と実績値（国勢調査）の相関係数の二乗値 R2を検証に用いる．R2は以下の式

（21）で算出． 

 
2

22

2

)()(

))((






















 


xxXX

xxXX
R  

 

)21(  

  

  

　：相関係数の二乗値2R   

国勢調査）　：実績値(X   

国勢調査）の平均　：実績値(X   

　：推計値x   

　：推計値の平均x   

 

【RMSE の定義】 

 RMSE（Root Mean Square Error）とは平均二乗誤差のことで，推計値と実績値の誤差

平均を表す．RMSE は以下の式（22）で算出． 

 

 

n

xX
RMSE

 


2

 

 

)22(  

  

  

　：平均二乗誤差RMSE   

国勢調査）　：実績値(X   

　：推計値x   

　：町丁目数n   

  

 

 なお，R2，RMSE とも男女・5歳階級別に算出する． 
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4.5 推計手法による比較 

 

 モデル別の推計値と実績値との R2値の比較を図 4-1 に，モデル別の RMSE 値の比較と男

女・5歳階級別の人口を図 4-2 に示す． 

 

【波形による比較】 

3 つのモデルに共通して言えることの 1 つに，全体的な R2値がとる波形は M字型を示

し，RMSE 値がとる波形は W型をとることがあげられる．0～4 歳コーホート，30～34 歳前

後のコーホート，80～84 歳以上のコーホートの 3 つの区間で他のコーホートに比べ R2値

が低下し，逆に RMSE 値はこれらの区間で大きくなる． 

0～4 歳コーホートに関しては，どのモデルにおいても子ども女性比を用いている．子

ども女性比は 15～49 歳の女性人口に対する出生確率であるが，町丁目単位では分母にあ

たる 15～49 歳の女性人口が非常に小さな地域も多く，単純な確率では推計値と実績値の

誤差が大きくなる．同様の理由で，80～84 歳以上のコーホートにおいて，その生存率を

設定しても，死亡という個人差のある確率をモデルで忠実に再現することは難しい． 

30～34 歳前後のコーホートに関しては，町丁目単位での人口の増減は自然増減よりも

転入・転出といった社会増減の影響が大きい．これらのコーホートでの生存確率は地域・

年齢によらず，ほぼ 1に近い値であるため，その影響に差はでない．対して，転入・転出

の総移動量は全国的にみて 30～34 歳前後が一番大きく，町丁目あたりのばらつきも大き

い．以上の理由から，3 つのモデルは共通して，R2値はＭ字型，RMSE 値はＷ型の波形を描

く． 

また，各モデル共通して人口規模が大きいほど，R2値は高くなる．人口規模は村山市，

墨田区，柏市の順で大きく，各モデルともそれぞれのコーホート年齢で都市間を比較する

と，村山市，墨田区，柏市の順で R2値が高くなる傾向が確認できる．分母人口が大きい

ほど，推計値と実績値の誤差が相対的に小さくなるからである． 

 

【コーホート変化率法モデルＶＳ本モデル】 

コーホート変化率法モデルと本推計モデルによる比較をすると，全体的にコーホート

変化率法モデルによる R2値は低く，RMSE 値は高いことが確認できる．推計値と実績値の

相関関係は本モデルによる推計のほうがより強く，かつその誤差も小さいといえる．コー

ホート変化率法は過去の変化率を次年時の区間にあてはめる手法であるため，過去の変化

率と推計期間における実際の変化率が異なる場合に，推計値の誤差が大きくなってしま

う． 

一方で，RMSE 値の 0～4 歳と 85 歳以上の両端のコーホートに着目すると，地域によっ

てはコーホート変化率法モデルの方が本モデルよりもその値が小さい個所もみられる（例
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えば墨田区 85 歳以上女）．これらコーホートの両端では，移動による人口増減の影響は小

さいため，単に直近の変化率をあてはめたコーホート変化率法の方が，実際の人口の変動

に沿っている可能性がある地域もある．0～4 歳人口の推計は，どちらも子ども女性比を

用いて算出することは同様であるが，本モデルでは 0～4 歳コーホートにも将来の移動者

の振り分けを行っており，過剰に振り分けてしまったと考えられる． 

 

【純移動率モデルＶＳ本モデル】 

純移動率モデルと本モデルによる R2値を比較すると，この 2 つのモデルによる R2値は

近い値をとった．純移動率モデル，本モデルとも出生，死亡，移動に関する仮定を置きコ

ーホート要因法を用いて推計している．2つのモデルの違いは，移動に関する仮定で，純

移動率モデルでは将来の移動者を各町丁目の人口に対して一定の割合としたのに対し，本

モデルでは常駐人口の比に応じて振り分ける将来の移動者の割合を差別化していることで

あるが，R2値の比較においては，あまり差がみられなかった．しかし，墨田区の 0～4 歳

コーホートを除けば，若干ではあるが R2値は本モデルのほうが高い傾向を示した． 

RNSE 値で比較してみると，R2値に差はないが，RMSE 値は低下している個所がある（例

えば，柏市の 30～34 歳の男女のコーホート）．近似曲線に対するばらつきの傾向は同様で

あるが，それらのばらつきの幅が本モデルによる推計の方が小さく，推計精度が良いこと

を示す．逆に，村山市の男女 20～24 歳のコーホートのように，R2値に差はないが，RMSE

値は大きくなってしまう地域があることも確認できる．村山市において本モデルでは，20

～24 歳のコーホートは，その人口が多い町丁目程，転出者が多いという仮定をしている

が，過剰に転出を設定してしまったと考えられる． 

また，墨田区における若年層での RMSE 値が本推計モデルでは純移動率モデルに比べ，

かなり誤差が大きい．そもそも人口規模，振り分けた純移動数が大きなコーホートである

ため誤差平均も大きいことが考えられるが，この両者のとる RMSE 値の違いは墨田区の人

口密度が関与していると考えられる．墨田区の人口密度は約 18000（人/km 2）と他の地域

に比べて非常に高く，これは全国規模でみても上位の人口密集地域である．本モデルで

は，常駐者の比に応じて将来の移動者を振り分けているが，墨田区全体では若年層の転入

超過であるため，常駐者が多い町丁目程，多くの若年層の移動者を振り分けている．しか

し，人口過密地域である墨田区においては，転入人口の限界が存在し，これ以上の人口増

加の余地がない町丁目が多いと考えられる． 

 

 

  



55 

 

 

 

  

図
4
-
1

モ
デ
ル
別

R
2
の
比
較
（
柏
市
，
墨
田
区
，
村
山
市
）

0
.3

0
.4

0
.5

0
.6

0
.7

0
.8

0
.91

R
2

年
齢

R
2

柏
市

男

0
.3

0
.4

0
.5

0
.6

0
.7

0
.8

0
.91

R
2

年
齢

R
2

墨
田

区
男

0
.3

0
.4

0
.5

0
.6

0
.7

0
.8

0
.91

R
2

年
齢

R
2

村
山

市
男

0
.3

0
.4

0
.5

0
.6

0
.7

0
.8

0
.91

R
2

年
齢

R
2

柏
市

女

0
.3

0
.4

0
.5

0
.6

0
.7

0
.8

0
.91

R
2

年
齢

R
2

墨
田

区
女

0
.3

0
.4

0
.5

0
.6

0
.7

0
.8

0
.91

R
2

年
齢

R
2

村
山

市
女

サ
ン

プ
ル

数
2
8
3

国
勢

調
査

（
2
0
1
0
）

　
男

　
　

　
1
9
9
9
2
8

人
口

総
数

　
女

　
　

　
2
0
2
1
4
6

柏
市

サ
ン

プ
ル

数
1
0
4

国
勢

調
査

（
2
0
1
0
）

　
男

　
　

　
1
2
2
8
1
4

人
口

総
数

　
女

　
　

　
1
2
3
8
2
3

墨
田

区
サ

ン
プ

ル
数

1
6
1

国
勢

調
査

（
2
0
1
0
）

　
男

　
　

　
　

1
3
0
4
0

人
口

総
数

　
女

　
　

　
　

1
4
1
5
5

村
山

市



56 

 

  

02
0

0
0

4
0

0
0

6
0

0
0

8
0

0
0

1
0

0
0

0

1
2

0
0

0

1
4

0
0

0

1
6

0
0

0

1
8

0
0

0

2
0

0
0

0

0

1
0

2
0

3
0

4
0

5
0

人
口

R
M

S
E

年
齢

R
M

S
E

柏
市

男

02
0

0
0

4
0

0
0

6
0

0
0

8
0

0
0

1
0

0
0

0

1
2

0
0

0

1
4

0
0

0

0

1
0

2
0

3
0

4
0

5
0

6
0

人
口

R
M

S
E

年
齢

R
M

S
E

墨
田

区
男

02
0

0

4
0

0

6
0

0

8
0

0

1
0

0
0

1
2

0
0

1
4

0
0

012345678

人
口

Ｒ
Ｍ

Ｓ
Ｅ

年
齢

R
M

S
E

村
山

市
男

05
0

0
0

1
0

0
0

0

1
5

0
0

0

2
0

0
0

0

05

1
0

1
5

2
0

2
5

3
0

3
5

4
0

4
5

R
M

S
E

年
齢

R
M

S
E

柏
市

女

02
0

0
0

4
0

0
0

6
0

0
0

8
0

0
0

1
0

0
0

0

1
2

0
0

0

0

1
0

2
0

3
0

4
0

5
0

6
0

人
口

R
M

S
E

年
齢

R
M

S
E

墨
田

区
女

02
0

0

4
0

0

6
0

0

8
0

0

1
0

0
0

1
2

0
0

1
4

0
0

01234567

人
口

Ｒ
Ｍ

Ｓ
Ｅ

年
齢

R
M

S
E

村
山

市
女



57 

 

 

 

 

 

 

第 5 章 結論 
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5.1 まとめ 

 

 本研究では，コーホート要因法をベースに町丁目単位で将来人口の推計を行い，その検

証を行った． 

 

第 1 章より，将来人口推計に関するアプローチは，既存研究により，いくつかの選択

肢が考えられる．しかし，町丁目単位での将来人口推計における，最大の難関は転入・転

出といった社会増減の影響が町丁目単位では大きく，町丁目単位での将来の移動者の仮定

が難しいことにある．さらには，町丁目単位での男女・5 歳階級別の転入，転出データは

入手することができないため，過去の実績値からその傾向を分析することは困難であり，

もとより年次によっても，地域によっても非常にばらつきのある値を仮定せねばならぬこ

とにある． 

そこで，本研究では，国立社会保障・人口問題研究所による市区町村別推計と町丁目

毎の封鎖人口の総和との差分を市区町村全体での将来の純移動数と定義し，これを各丁目

に振り分けるという手法で推計を行った．これは，市区町村全体としては国立社会保障・

人口問題研究所の市区町村別推計に合致するよう推移しながら，町丁目間の移動者の仮定

を差別化しようという狙いである．第 2 章において，この推計手法の詳細を解説した． 

 

第 3 章では，千葉県柏市，東京都墨田区，山形県村山市において平成 22（2010）年の

推計値と実績値（国勢調査）の比較検証をおこなった．どの対象地域においても推計値と

実績値には強い相関関係が見られ，予測誤差も許容範囲内で推計できた．だが一方で，大

規模住宅開発等の推計期間内におけるイレギュラーな変化により，大きく推計値と実績値

が乖離する地域があることも確認された． 

 

第 4 章では，コーホート変化率法を用いた推計モデルと，一定の純移動率を用いたコ

ーホート要因法による推計モデルと本研究で提案を行った推計モデルとの比較検証を行っ

た．相関係数の 2乗値である R2値と，推計値と実績値の誤差平均を表す RMSE 値を用いて

推計手法の違いによる検証を行った．全体的な結果としては，他の手法に比べて本推計モ

デルでは R2値は高く，RMSE 値は低くなった．しかし，すべての条件で本推計モデルが他

の手法に比べて有意であるとは言えず，他の推計モデルの方が優れる点もあった． 
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5.2 推計モデルの改善点と今後の課題 

 

 検証結果より得た，本研究で用いた推計モデルの改善すべき点を以下にまとめる． 

 

【移動者の要因分析】 

本推計モデルでは，常駐者と移動者の相関から純移動数を各町丁目への振り分けを行

ったが，実際にはその他の要素も移動者に関係していると考えられる．取得可能なデータ

のなかで，より有効な移動者の分布傾向を検証する必要がある． 

 

【シナリオの導入】 

大規模集合住宅や新区画でのニュータウンの建設等により，推計結果と実際の人口が

異なることがある．これらに対応すべく，入手可能な（予測可能な）都市の住宅開発計画

に関してはシナリオとして推計モデルへ反映させる．純移動数の設定に関しても，将来に

おいて転入超過や転出超過といった傾向がどのように変化するのかを，いくつかのパター

ンに分けて将来人口を推計する． 

 

【振り分ける将来の純移動数の制御】 

0～4 歳コーホートや 85 歳以上コーホートなど，人口の増減に対して移動の影響がほと

んどない場合は，純移動数をこれらのコーホートでは仮定せず，自然増減のみで定義する

した方が良い場合がある．また，墨田区等の人口密度が高い地域に関しては，転入者の限

界値を設定する． 

 

以上の点を踏まえ，より多くのケーススタディを行い，推計モデルの信頼性の向上を

今後の課題とする． 
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付録：１ 将来人口推計（2010-2035 年）首都圏版 

・柏市で検証を行った本推計モデルを用いて，2005.年（平成 17 年）を起点として首都圏

における 2035 年までの将来人口推計を行った． 
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付録：２ 将来人口推計（2020 年）全国版 

・柏市で検証を行った本推計モデルを用いて，2005.年（平成 17 年）を起点として日本全

国における 2020 年の将来人口推計を行った． 
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付録：３ 世帯推計（１） 

・町丁目単位での人口データをもとに人口構造を反映した世帯分配を行う．対象地域は千

葉県柏市とし，平成 17 年度国勢調査＞小地域集計に掲載の各町丁目の世帯数の集計値を

被説明変数に，以下の表 Aを説明変数に重回帰分析を行った．説明変数の候補は，日本全

国の小地域で入手可能かつ年次により変化が少ないものであることに留意した．男女三区

分による人口データは町丁目単位のもので，人口構造が世帯数に大きく関与すると考えら

れるため採用した． 

 

表 A：説明変数 

 

重回帰分析の分析結果が表 B である． 

決定係数は 0.9873 と非常に高い値を得た．地価，1世帯当たり延べ面積，1 人当たり延

べ面積といった町丁目毎で差異のある変数が有意な影響を与えていることが分かる．また，

人口構造による影響を見ると，男 20～64 歳と男 65 歳以上の偏回帰係数が 0.1％水準で有

意であった．これは一般に，若年層の世帯主は少なく，女性よりも男性の方が世帯主であ

ることが多いことからも妥当な結果であるといえる． 

 

  

説明変数 備考

最寄り駅までの距離 GISにより算出
地価 GISにより算出
人口密度 GISにより算出
１世帯当たり延面積 国勢調査
１人当たり延面積 国勢調査
男20歳未満 国勢調査
男20_64 国勢調査
男65歳以上 国勢調査
女20歳未満 国勢調査
女20_64 国勢調査
女65歳以上 国勢調査

説明変数 有意確率

(定数) -1.94E+01 0.17931
最寄り駅までの距離 -3.40E+02 0.55938
地価 2.61E-04 *** 1.41E-05
人口密度 1.15E+03 0.15381
１世帯当たり延面積 -2.21E+00 *** 4.40E-11
１人当たり延面積 5.63E+00 *** 4.36E-08
男20歳未満 -3.85E-01 * 2.39E-02
男20～64歳 7.85E-01 *** 1.17E-14
男65歳以上 1.04E+00 *** 1.33E-06
女20歳未満 1.27E-01 4.29E-01
女20～64歳 2.88E-01 ** 2.96E-03

女65歳以上 -3.66E-01 ** 2.87E-03

サンプル数
決定係数

*** 0.1％水準で有意, ** 1％水準で有意, * 5％水準で有意 

320

0.9873

 偏回帰係数

表 B：説明変数と重回帰分析結果 
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付録：３ 世帯推計（２） 

・重回帰モデルの検証 

表 B で得られた重回帰モデルが年次が変わっても有効であるかを検証するため，平成 22

年度の世帯数の実績値と比較したものを図 A に示す． 

この際の人口構造は，本稿で用いた将来人口推計モデルによる推計人口である． 

 平成 22 年度の国勢調査の実績値と本モデルによる推計値はおおよそ合致し，これは本

モデルによって将来の世帯数を推計できることを示す． 
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付録３： 世帯推計（３） 

 

ここでは A 表のパラメタを説明変数に，行った重回帰分析によって得た回帰式を用いる．

具体的には 2020 年の将来人口推計結果を用いて，柏市における 2020 年の世帯数推計をす

る． 

結果は図 B のようになった． 

 

 

 

 

 

図 B：世帯推計結果 
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付録：４ 空家推計 

・2008 年度の電子住宅地図（株式会社ゼンリン）における千葉県柏市の戸数をカウントし，

2020 年推計世帯数を差し引いた．ここでの結果は住宅の既存ストックが変化しないと仮

定した際の，2020 年の空家数の推計結果である． 

 

 

 

 

 

 


